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年金記録確認埼玉地方第三者委員会の活動の状況 

平成25年5月16日 

１ 年金記録確認第三者委員会とは 

○ 年金記録問題への対応の一つとして、年金記録の訂正の申立てについて
国民の立場に立って公正な判断を示すことを任務とし、平成19年6月、総務
省に臨時の機関として緊急に設置された審議会 

 

○ 総務大臣は、第三者委員会の判断結果に沿って、厚生労働大臣に対し、 
  年金記録の訂正をあっせん 
 

○ 中央委員会（本省）及び全国50か所（注）に地方委員会が置かれ、平成25
年３月末現在、全国で608人の委員が任命され、年金記録の確認の申立て

ついて審議 （注）平成25年５月16日、 50委員会を９委員会（ブロック単位）に集約 

【年金記録確認埼玉地方第三者委員会について】 
   

 ○ 総務省の地方支分部局である関東管区行政評価局に設置 
 ○ 委員長：池澤 幸一氏（弁護士） 
 ○ 委員数：27人（平成25年3月末現在。最大時44人） 
 ○ 平成19年7月12日に第1回委員会を開催。 
    以降、これまでの約5年10か月間で延べ2,025回の委員会・部会を開催 
 ○ 平成25年5月16日、年金記録確認関東地方第三者委員会に改称 
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※ 本ページ以降のデータは、平成25年3月31日現在の速報値で、今後、修正 
  があり得ます。 

２ 埼玉県内における記録訂正申立て受付件数 

 ○ 埼玉県内の日本年金機構の年金事務所で受け付けた記録訂正
申立ての件数は、累計で14,869件 

  ○ 平成24年度の受付件数（1,060件）はピーク時の21年度（3,337件）
の約7割減 

（年度別内訳）

年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 
（19.7～） 

受付件数 2,586 2,736 3,337 3,116 2,034 1,060 
（20年度比） (100) (122) (114) (74) (39) 

 申立て受付件数の累計：14,869件 

（１か月当たりの受付件数の推移） 
埼玉県内 
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【参考】 
日本年金機構 
（旧社会保険庁） 
の取組 

※ 総務大臣に対する年金記録訂正の申立ては、日本年金機構の年金事務所で受け付
けている。 

※ 日本年金機構の年金事務所で受け付けた申立てのうち、申立ての内容が定型的で一
定の条件に当てはまるもの等については、総務省（第三者委員会）に送付されず、日本
年金機構段階で処理（記録訂正等）される。 

 



3 

３ 埼玉地方第三者委員会における申立ての処理状況等 

 ○ 発足以来、埼玉地方第三者委員会における要処理件数（注）の 
   累計は13,180件。うち、12,879件を処理 
     （上記のほか、日本年金機構（埼玉事務センター）段階で1,619件を処理） 

（注） 要処理件数：埼玉地方第三者委員会において調査・審議を要することとなった件数 

    要処理件数＝受付件数－日本年金機構段階処理件数－他の地方第三者委員会間との移送件数等 
   （13,180件） （14,869件）      （1,619件）                    （70件） 

 ○ 要処理件数に対する処理率は97.7％ 

 ○ このうち、埼玉地方第三者委員会の審議を経て、総務大臣から 
  厚生労働大臣に対して記録訂正をあっせんした件数は6,014件(48.2%) 
    （記録訂正をあっせんした6,014件は処理件数12,879件から本人取下げ等399件を除いた 
        12,480件の48.2％に当たる） 

     （上記のほか、日本年金機構（埼玉事務センター）段階で1,094件を記録訂正） 

埼玉地方第三者委員会における年度別／累計の要処理件数、処理件数等 

 

24年度
年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

（速報値）

当該年度の新規の 1,678 2,531 3,136 2,938 2,029 868

要処理件数 (1,678) (4,209) (7,345) (10,283) (12,312) (13,180)（累計①）

159 2,547 3,454 3,561 2,312 846当該年度の処理件数

(159) (2,706) (6,160) (9,721) (12,033) (12,879)（累計②）

104 1,124 1,610 1,655 1,070 451
記録訂正が必要と判断

(104) (1,228) (2,838) (4,493) (5,563) (6,014)

49 1,317 1,710 1,817 1,197 376
記録訂正が不要と判断

(49) (1,366) (3,076) (4,893) (6,090) (6,466)

6 106 134 89 45 19
本人取下げ等

(6) (112) (246) (335) (380) (399)

当該年度末時点の
9.5% 64.3% 83.9% 94.5% 97.7% 97.7%

処理率（累計②／累計①）

(   )の数値は当該年度末の累計件数である
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４ 埼玉地方第三者委員会が処理した事案の内訳 

処理件数 
厚生年金事案 国民年金事案 

（累計） 

12,879 7,623 5,256 
(100%) (59%) (41%) 

５ 各年度末時点の埼玉地方第三者委員会における要処理 
 残件数（注）の推移 

（注） 要処理残件数 ＝ 要処理件数－第三者委員会での処理件数 

 ○ 要処理残件数は301件まで減少 
    平成19年度末（1,519件）の20％まで減少 
   →いわゆる「処理着手待ち」となっている事案はほぼなくなってい 
     る状態 
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 「要処理件数」には今回の集約化に伴い事案処理が遅延することがないよう、平成25年１月以降に茨城県、
栃木県、群馬県、新潟県、山梨県及び長野県内の日本年金機構の年金事務所から埼玉地方第三者委員会
へ転送されてきた申立て分が計上されているが、転送から日が浅く「第三者委員会での処理件数」としては計
上されないため、24年度末の要処理残件数は23年度末と比較して22件多い。 
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６ 記録訂正が必要と判断した事例（主なものの概要） 

 国民年金の事例
＜申立内容＞【家計簿事案】 
 私は、申立期間（昭和58年10月～59年3月）について、国民年金保険料を納付していたにもかかわらず、
当該期間の保険料が未納とされている。 
 ＜審議内容＞ 
① 申立人は、申立期間を除き国民年金加入期間の保険料を全て納付済み。 
② 申立人の所持する当時の家計簿には、申立期間を含め、当時納付したとする保険料額の記載があ 
 り、当時の保険料額と一致していることなどから保険料を納付していたと推認される。 
※ 以上のことから、記録訂正が必要であるとしてあっせん。 → ６か月の記録が回復 

＜申立内容＞【短期・配偶者納付済事案】 
 私は、国民年金制度の発足当初から夫婦で加入し、一緒に国民年金保険料を納付してきたにもかか
わらず、申立期間（昭和36年10月～37年3月）について、私だけが未納とされている。 
 ＜審議内容＞ 
① 申立期間は6か月と短期間であり、申立期間前後の保険料は納付済み。 
② 申立人は、申立期間を除き国民年金制度発足当初からの加入期間の保険料を全て納付している 
 上、一緒に納付したとする配偶者の加入期間中の保険料は全て納付済み。 
③ 申立人の国民年金手帳記号番号は配偶者と連番で払い出されている上、申立期間前後の保険料 
 は夫婦同一日に納付されていることが確認できたことなどから、保険料を納付していたと推認される。 
※ 以上のことから、記録訂正が必要であるとしてあっせん。 → ６か月の記録が回復 

厚生年金の事例 
＜申立内容＞【取得日相違事案】 
 私は、昭和25年4月1日にA社に入社し勤務していたにもかかわらず、同年8月1日に厚生年金保険に加
入した記録となっており、申立期間（昭和25年4月1日～同年8月1日）の加入記録が無い。 
＜審議内容＞ 
① A社が保管する人事関係資料等により､申立人が申立期間にA社に勤務していたことが確認できる｡ 
② 同僚の供述等により、申立人と同じ経歴で同期に入社した複数の者の名前が判明。 
③ 同期入社の同僚は、入社日に厚生年金保険に加入していることが確認できることから、申立人につ 
 いても入社と同時に厚生年金保険に加入し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により控除され 
 ていたと推認される。 
※ 以上のことから、記録訂正が必要であるとしてあっせん。→ ４か月の記録が回復 

＜申立内容＞【全部記録なし事案】 
 私は、申立期間（昭和43年8月5日～45年4月1日）について、B社に勤務していたにもかかわらず、当該
期間の加入記録が無い。 
＜審議内容＞ 
① 同僚の供述等により、申立人が申立期間にB社に勤務していたことが認められる。 
② 当時の従業員数の調査を行ったところ、当該従業員数と社会保険事務所（当時）の記録上の厚生年  
 金保険の被保険者数がおおむね一致することが判明。 
③ 当時B社においては、ほぼ全ての従業員を厚生年金保険に加入させていたと考えられることから､申  
 立人についても厚生年金保険に加入し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により控除されてい 
 たと推認される。 
※ 以上のことから、記録訂正が必要であるとしてあっせん。→ １年８か月の記録が回復 
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年金記録確認の申立てをご検討の方へお知らせ 

 申立件数の減少を踏まえた業務の効率的な実施を図るため、
関東管区行政評価局管内の年金記録確認地方第三者委員会
は、平成２５年５月１６日、関東地方第三者委員会（さいたま市）
に集約することとしました。 

現 在 平成25年5月16日集約時 

年金記録確認埼玉地方第三者委員会（さいたま市） 

年金記録確認茨城地方第三者委員会（水戸市） 

年金記録確認栃木地方第三者委員会（宇都宮市） 
年金記録確認 

年金記録確認群馬地方第三者委員会（前橋市） 関東地方第三者委員会 
たま市）年金記録確認千葉地方第三者委員会（千葉市） （さい千葉地方事務室  

 千葉、東京及び 神奈川の各年金記録確認東京地方第三者委員会（新宿区） 東京地方事務室 
行政評価事務所に 地方事務

年金記録確認神奈川地方第三者委員会（横浜市） 神奈川地方事務室 室を設置し、各事務 所におい
ても、これまでと 同様に部会を年金記録確認新潟地方第三者委員会（新潟市） 
開催 

年金記録確認山梨地方第三者委員会（甲府市） 

年金記録確認長野地方第三者委員会（長野市） 

 申立ての調査・審議は各地方（ブロック）単位の地方第三者委員会で
行われることになりますが、申立ての受付は、これまでどおり全国に300
か所以上ある日本年金機構の年金事務所で行いますので、集約により
申立てをされる方にご不便をおかけすることはありません。 

 
○ 第三者委員会による申立てをされた方への調査は、主に電話や文書で行い  
 ますので、申立てをされた方に第三者委員会事務室までお越しいただくことは 
 通常ありません。 
 
○ 全国各地に置かれている第三者委員会は、総務大臣が定めた方針に基づき 
 調査・審議を行っています。このため、各地方(ブロック)単位の第三者委員会で 
 調査・審議することとなっても、調査・審議の進め方や、判断基準に変更はあり  
 ませんのでご安心ください。 

 
＜お問い合わせ先＞ 
 総務省 関東管区行政評価局 年金記録確認関東地方第三者委員会事務室 
  電話 048-600-2345 




